














近 藤 博 之
【要 旨】
本論では、文部省の 「学生生活調査」を主な資料 として、高度成長期以降の大学教育機会について検討 している。
この資料を用いた従来の分析は、学費の高騰にも関わらず家庭の経済状態による格差が縮小 してきたことを示して








生が消えた と言われて久 しいが、それは社会全体が豊:かになったこ との証 なのか、それとも経済条件 に恵
まれた者のみが大学生となっていることを示 しているのか。近年、大学教育の改革が盛 んに論 じられてい
るが、その実態 を客観的な資料 に基づいて詳 しく検討 している例は意外 と少ない。とくに、上のような機
会配分についての関心を、現在の大学改革論の なかに見出すことはほ とん どで きない。
もちろん、大学教育の大衆化 とともに経済的障壁が取 り除かれたのであればよいが、大学教育の費用は
年々増加の一途 をた どっている。大学教育 に要する学費(授 業料の他 に学納金や通学費を含 む)を 昼間部
学生 の平均 でみてみ ると、国立大学 の場合 は1974年に11.1万円であった ものが1998年には56.5万円(5.09
倍)に 、私立大学の場合 は同 じ期 間に24.0万円か ら1235万円(5.15倍)に上昇 している。この間の上昇率
を、1974年を基準 としたパーセン ト増で表 わせ ば、1年 当た りの平均増分は国立大学の場合 も私立大学の
場合 も名 目で約17%、消費者物価指数を考慮 した実質増分は5.5%になる。同 じ期間の勤労者世帯実収入
の実質増加率 はL2%程度であるので、大学教育費 の負担感 はこの四半世紀 に一貫 して高 まっている とみ
なす ことができるD。 教育を通 して社会階層の固定化や拡大が進んでいると危惧 する声が出て くるの も当
然だろう。 しか し、そうした見方 も多 くは断片的 な資料に基づいており、大学教育の機会状況 を時系列で
検討 した例はきわめて少ない。
本稿の目的は、高度成長期以降の 日本社会において大学教育の機会が どの程度平等 なもの となっている
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帯主年齢45～54才層を大学生輩出家庭の代表とみなし、その年齢層の世帯収入分布を5等分する金額を、














5分位で比較 しているので、各 々の割合が20%の近傍に集 まっている ときに機会が平等である と判断さ
れる。その点で、1970年代後半の機会状況は明 らかに不平等であったと言える。最上位の第V分 位 は30%
前後のシェアであるのに対 し、最下位 の第1分 位は10%程度のシェアに過 ぎなかった。つづいて1980年代
になると、第V分 位 を除 く4つの収入階層が15～21%の水準 に集中す るようにな り、部分的な平等化が進
んでいる。 さらに、1990年代 に入るとそれまでの トレン ドが著 しく変調 し、高収入層が格別有利である状
況は消滅 している。1992年と1994年はどの収入層 もほとんど同 じ水準 にあ り、機会が不平等である印象は
まった くない。1996年と1998年も、多少の格差は見 られるが必ず しも収入層の並びに対応 しているわけで
はない。
この結果は、近年 になって大学教育の機会構造が根本的に変 わったことを示唆 している。現在の大学改
革論のなかに機会配分の観点が欠けているの も当然ということになるが、実際 にはどうなのだろうか。
しか し、1995年に実施 された 「社会階層 と社会移動 に関する全国調査」(SSM調査)の 趨勢分析か らは、
高度成長期以降の 日本社会 についてそのような平等化の印象は得 られていない(荒 牧2000)。また、現在
の言論界でなされている 日本社会の階層分化 に関する議論 も多 くは機会格差の広が りを強調 している4>。
他方、「学生生活調査」の結果は 「国民生活白書」(経済企画庁)に も紹介 されているが、高等教育費用が
高騰 している事実は指摘 されているものの、5分位 の検討結果の方は平成4年度版 を最後に一言 も触れられ
ていない。教育費の負担が重 くなっているのに平等度は高まってい るとい うのは、 これまでの常識に反す
る奇妙 なことと言える。
この結果に対する可能な解釈 はつ ぎの2つである。1)大学進学の経済的制約が緩和 され、5分位 のシェ
アには選抜の公平性 や個人の自由な選択結果が反映 されるようになった。つま り、上の傾向は現実を正 し
く捉えている。2)推計方法に何 らかの問題があ り、過去 も現在 も分析結果 を額面通 りに受け取ることは
できない。たとえば限られた年齢層 にのみ焦点が当て られてい る、比較の対象が全世帯である、 などに多




1985年以降の 「家計調査」 には、 自宅通学生に限って世帯主の年齢分布が報告 されている。まず、そこ
か ら吟味 してみよう。図2に示す ように、1990年代 に入ってか ら45～49才層の変動がやや大 きいが、50～
54才層 と合わせればほぼ安定 した推移となってお り、これが先の傾向に影響 を与 えたとは思われない。大
学生輩出家庭 の中心は一貫 して45～54才層 にあるとみて よいだろう。ただ し、その他の年齢層 もけっして
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とは言 え、これ以前の年度 について上 と同じ資料を得 ることはで きない。また、自宅通学生以外 の子 ど
も(下宿生や非大学生)に 関する情報は一切ない。そこで便法 として、この 自宅通学生の結果 を一般化 し、
同年齢層 の子 どもたちの属する家庭の世帯主年齢が、若い方か ら5:30:40二20:5の一定の割合で推移 し
て きたとみなすことにする(仮 定1)。世帯の収入によって自宅通学生の割合は違 って くるが、世帯主の年
齢で大 きく異 なる ことはないだろう。 また、大学生 と非大学生で親の年齢分布が異 なるとも思 われない。
したがって、 ここでの仮定に特段 の異論はない と考える。以下で は、この比 を基礎 に一定数の子 どもを収
入5分位階級 に配分 し、その分布 を 「学生生活調査」の結果 と比べてみることにする(も ちろん、「学生生
活調査」に世帯主の年齢が報告 されていれば、 こうした便法 を採用する必要はないのだが、 どういうわけ
かその情報は省略 されている)。
具体的には、まず一定の子 ども数Cを上の比Wjで各年齢層 に割 り当て、それをさらに各年度の年齢別収
入5分位階級の割合(Njk/Nj)に従 って1～Vの 階級に配分 し、その数 を5分位 ごとに合計する(Ck=Σj
C×Wj×Njk/Nj)。したがって、 この操作 は、子 ども数が家庭の収入状況を左右することはなく、世帯主
の年齢層が同 じならどの収入階級の家庭 にも子 どもが一様に分布 してい ると仮定 している(仮 定2)。世帯
主の収入 に子 どもが寄与す る余地 はほ とん どない とみなせ るので、 この仮定 もまず妥当であろ う。また、
後 に男女別の分析 を行 う際には、その分布が性別 によらず等 しいとしてお く(仮定3)。
以上の操作か ら、大学生に相当する年齢の子どもの構成比はCk/C(=ΣjWl×Njk/Nj)として求 まる。
他方、同じ収入区分を 「学生生活調査」 に当てはめれば、5分位 ごとの大学生の割合(Gk/G)が 求 まる。
どちらの場合 も、「家計調査」 に報告 されている全体の5分位 区分を用いている点に注意 してほしい。この
2つの構成比を通 して趨勢 を見直すことになるが、選抜 された者とその輩出母体 と2つのシェアを比較 して
いるので、 ここでは20%ではな く1が平等度 を評価する際の 目安 となる。この指標 は一般 に選抜度指数 と
呼 ばれている。
文部省推計 との違いは、比較の対象 を世帯分布ではな く子 どもの人口分布(あ るいは重み付 き世帯分布)
に とってい る点にある。「5分位(各 々20%)か らのズ レを評価する」 という特異 な観点 に立たなければ、
もともと収入の区分は任意であ り、相対的なものである。む しろ、そ うして区切 られたカテゴリーを世帯
側(家 計調査)と 学生側(学 生生活調査)と で対応 させることの合理性が問題 となろう。文部省の場合 は
45～54才層に当てはまる収入区分 を採用することで両者の対応 を保障 しようとしたのだが5)、ここでは全














分 かる。また、全体の高齢化に伴 ってそれ らの絶対
数 も大 きくなっている。 この動 きを無視 したまま45
～54才層 に当ては まる収入 区分 を採用 し続 けると、
55～59才層 にとっては低 めの区分、60才以上層 にと
っては高めの区分 とな り、大学生の輩 出母体 とみな
される世帯の構成が20%からは微妙に離れていって
しまうのである。つ まり、高齢化 に伴 う所得分布の
変化 によって従来の方法 は大 きな影響 を受けている
と推察 される(た だ し収入区分 の変更 によって学生
割合の方 も変わって くるので、影響の方向 を一律に
予想す ることはで きない)。趨勢 を吟味す るには人
口構成上の変化 も視野 に入れてお く必要があ り、や










次頁の図4と図5が、国立大学 と私立大学 について、大学生の構成比(Gk/G)と 同年齢人 口の構成比
(Ck/C)を比較 してみたものである。割合が同 じ状態を基準 として前後 の対称性が得 られるように、 こ
こでは選抜度指数 を対数変換 している。それぞれに特徴的な傾向が認められるが、私立大学 の規模が圧倒
的に大 きいので全体の傾 向はほぼ図5の動 きに沿 うものとみな してよい。
まず、私立大学では経済階層 による格差が過去 も現在 も概 ね維持 されていることが確認で きる。 これ に
対 して国立大学の場合は、そ うした格差が見出せない(図 は省略す るが公立大学 もほぼ同じ傾向にある)。
1980年代以降は、むしろ最下位層の代表性が 目だって高 くなっている。機会均等の観点 からは、この間に
国公立大学が果た してきた役割を積極的に評価することがで きる。私立大学 の場合 も、1980年代 には格差
が縮小 していた と言える。 しか し、景気が悪化 した1990年代 になると、進学機会は再び家庭 の経済状態 に
比例 するよ うにな り、 もとの格差 に急速 に戻 りつつある。1980年代 に平等化が進 んだ ことは、小銭英
(1989)、樋 口(1994)らによって も確かめられているが、その後に趨勢が反転 したことは(文 部省推計の
影響 もあって)研 究者の間でまだ十分に認識 されていない。
なお、1994年の私立大学で第1分 位の値が大き くなっているのは、その前後 に失業率が増大 したことの
影響であると思われる。実際、勤労者世帯で も自営業主世帯でも、その年度のみ 「無収入」を含むカテゴ
リーが異常に大 きくなっている。親が失業状態にあるとして も、それまでの貯蓄や本人のアルバイ ト収入
高度成長期以降の大学教育機会一家庭の経済状態からみた趨勢一 5




































ここまでで、従来 の推計を見直す という当初の 目的は達成されたが、ついでであるのでさらに分析 を進
めてみる。その際に全体 の傾向 を就学率 のレベルで単純 に比較で きるとよい。つま り、それぞれの収入階
層はその子 どもの何割を大学に在学 させているか。それは、選抜度指数 をSmk(=[G臆/Gm]/圧Ck/q)、
在学率 をEmk(=Gmk/Ck)として、次式 から推計 される。kは5分 位の収入階層、mは 国公私 の学校種別
を表わ している。
Ek=ΣmEmk=ΣmSmk×Gm/C
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ここではおお よその トレン ドを把握するのが目的なので、Gmには当該年度 を最後 に含 む大学入学者数
の4年間の累計 を、Cに は同 じコーホー トの4年間の累計中卒者数 を当てはめてみる(「学校基本調査」 に
は世帯別の集計がないので、分析の対象は全世帯 に限られる)。「学生生活調査」「家計調査」「学校基本調
査」の3つで、ここでの方法が適用できるのは1968年以降であるので、そのすべての期 間を推計 してみた。

















まず、高度成長期以後の進学 コーホー トでは第V分 位のみが突出 した結果 となっている。 これは1995年
SSM調査の分析 とも一致 している(尾 嶋 ・近藤2000)。この間、低収入層の底上げはあったが、基本的な
格差構造は変わっていない。注 目すべ きは1990年代 に入 ってからの動 きである。最近になって上位2つの
階層が在学率 を高め、格差が再 び広 が り始めている。図からは、最上位層 と最下位層の在学率が2倍程度
の開きとなっていることが分か る。 したがって、最近になって階層分化が進んでいるという観測 もあなが
ち幻想 とは言 えず、それ相応の現実的な根拠が存在す るとみるべ きだろう。
また、現在の動 きが1970年代前半の状況 と似ている点が注 目される。一般的に言えば、全体の就学率が
急激 な上昇 を示す ときに階層間の格差は大 きくなる。それは、進学 に有利 な社会層が先行 して機会を享受
し、社会的に不利 な階層が彼 らに遅れをとることに よる。
この ことに関連 して、現在、18才人口の減少 によ り大学進学率が再び増加局面に入った と指摘 されてい
る。全体の動 きは確かに少子化が背景になっているとみなして よいが、機会状況を併せて考慮 すれば、そ
の影響は もっぱら上位の経済階層 において実現 しているということになるだろう。 したがって、家庭 の教
育費負担は社会全体の少子化の動 きと何の関係 もない ことを、正 しく認識 してお く必要がある。実際に、
出生率が低下 してい るとして も、夫婦の完結出生児数(キ ョウダイ数を意味す る〉 は戦後の長い期間2人
台を維持 してお り、 ほとん ど変化 していないのである6)。
男女 差の検討
ただし、かつての格差拡大 と現在の格差拡大 とが同 じ内容 をもっているとは限 らない。 この間に、女子
の4年 制大学進学率が高ま り、そのことが新 しい格差を作 りだ していることも考えられる。あるいは、階
層 とジェンダーの相互作用か ら女子が男子 と競合 し、低収入層の男子の進学率 を押 さえつけているという
ことも予想 され る(03imal998)。そ こで、つぎに選抜度指数 を男女別に推計 し直 し同 じ要領で在学率 を
















































ところで、こうした問題を考えるときに気 になって くるのが奨学金の動向である。それは上に示 した趨
勢 とどう関係 しているのだろうか。これについて も 「学生生活調査」 からみてお くことにしよう。それに
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よると、奨学金受給者(日 本育英会以外の奨学金 も含まれる)の 割合は、国立大生ではい くらか減少気味
であ り、1974年に44.4%であった ものが1998年には28.7%となっている。ただ し、 もともと奨学金 を希望
しない者が22%から42%へと増えている。私立大生の場合は、希望者の割合はほぼ一定で、受給率の方は
14.9%から22.4%へと少 し増 えている。大学生全体では、約半数が希望 し、2割強が奨学金 を受給 している




































依然 として高 く(大 学教育費用の78%は家庭 からの給付 による)、学力選抜が緩んでいれば、これまでの

































1)学費は 「学生生活調査」(文部省)、勤労者世帯実収入は 「家計調査」(総務庁)に よる。こうした変化を捉え



















6)国立社会保障 ・人口問題研究所 「第11回出生動向基本調査」(1997年)を参照。ここでの議論 と直接の関係はな
いが、「少子化により一人っ子が増えたために家庭での社会化に問題が生じている」という俗説も、同じ理由
から間違った見方であると言える。
7)平成10年度の 「子どもの学習費調査」(文部省)に よると、幼稚園から高校まで14年間の学習費総額(学 校外
活動費を含む)は、すべてを公立で通 したときに5i8万円、幼稚園と高校を私立 としたときに706万円となって
いる。そこでは家庭の経済状態による違いが捉えられていないが、補習教育を含む教育費支出に社会的な格差





コンセンサスとなったことはなかった」 と指摘 している(金子1994,32頁)。何 らの合意もなしに、主として家
計の負担によって大学教育の大衆化が達成されてしまったというのが日本の実情 と言える。それ故に、大衆化
が機会格差を広げるという逆説を生むこととなった。
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